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１はじめに
今年（2003年）７月，フランスの司法省は，ドメスティック・バイオレンス
（１）
(以下ＤＶと略記する）に関し，夫婦間暴力の被害者保護を強化する法案を
閣議に提出した。そのやさきの８月，フランスの新聞は，リトアニアから昏
睡状態のまま空路帰国した41歳の美人女優マリー・トランティニィアンの早
（２）
すぎる死を大々的に伝えた。大騒ぎになったの(よ，夫（リトアニア出身の人
気ロックグループの歌手ベルトラン・カンタ）がリトアニアでこの件につき
重傷害罪で起訴・収監されたため，死因が夫からの暴行にあるのではないか
と疑われたからである。また，女優の死に関連し，「女性に対する暴力」に
ついての2000年全国調査によればフランスでは毎月６人の女性が配偶者の暴
行で死亡しており，１０人に１人の女性が夫から暴力を受けているのだ，と今
（３）
さらながら夫婦間暴力１こついて再考を促す報道もあった。
7４
他方，我が国でもＤＶが増加している。一昨年にはとうとういわゆるド
（４）
メスティック．ヴァイオレンス防止法（以下ＤＶ法と略記する）カメ制定・
施行され，早くも昨年暮れには，接近禁止命令に違反して妻の住む実家に侵
入した夫（24歳）が全国で始めてＤＶ法で逮捕されるという事件が起きて
（５）
いる。その後もＤＶ関係の言己事は新聞・雑誌等でよく取り上げられる。本
年７月には，暴力を振るう夫から逃げた妻を探して，その夫（47歳）は，妻
の友人の女流漫画家を尋ねたが，居所を教えてもらえずその友人を殺してし
まったという事件が報道された。接近禁止命令を受けていた男が妻ではなく
（６）
関係者を巻き込んだ殺人事件(よ初めてのことだった。
（７）
このように曰仏両国で（実は世界中で）ＤＶをめぐる動きが顕著であるが，
アメリカでは既に70年代から議論が重ねられてきた。曰本では，ようやく９０
年代前半から，ジェンダー論の隆盛にともなってＤＶに関する書籍・論文
が次々と公にされるようになった。政策的議題にのぼったのはもっと遅く，
橋本首相（当時）が男女共同参画審議会に対して「女性に対する暴力」に関
する基本的方策を諮問したのが96年６月のことであった。それが上記の2001
年ＤＶ法につながったのであるが，同法には多くの問題点が残されており，
施行後３年（2004年）を目途として再検討が予定されている（附則３条)。
（８）（９）
そこで外国の|犬況が参考になるはずだが，アメリカと幾つかの国について
は詳しく紹介されているのに，なぜかフランスの状況があまり紹介されてい
（10）
ない。しかし，フランスは人権の国と言われているし，1999年の春に，パリ
テのために憲法を改正して男女平等を具体的に実現しようとした国であり，
秋には，パックス法を制定して夫婦より広い範囲のカップルの存在を法的に
認めていくことにした国である。そういう女性を大いに尊重する国では一体
ＤＶはどう考えられているのだろうか。特に1992年新刑法典ではどんな規定
が置かれたのだろうか。
本稿では，このような視点から，フランスにおけるＤＶの状況について
検討し，ＤＶをめぐる曰本の状況を見直したうえで，とくにＤＶを刑事的に
コントロールすることの意味について考察してみたい。
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（１）LeMonde,lelOjuillet2003､後述するとおり，元々は離婚法改正案である。
（２）LeMonde,le5aoDt2003日本では，「死刑台のエレベーター」に主演した
父親のジャン・ルイ・トランティニィアンの方が有名かもしれない。
（３）LeMonde,le9aoDt2003.「殴られ妻（Femmesbattues)」というタイトル
の社説を掲げ，従来，夫婦間暴力はあまりに秘密にされ，簡単に考えられ，平手
打ちも冗談のように取り上げられてきたが，今回の事件を教訓として，フランス
では毎月６人に１人が夫の暴力で死亡している事実をもっと真剣に考えること，
最初に叩かれたときから毅然とした姿勢をとるべきことを強調している。
なお，フランスでは今だに「殴られ妻」という語がときどき使用されるが，本
件では文字通り妻が殴られ死亡した事件だったのでタイトルにされたのであろう。
（４）平成13年４月13日法律第31号「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に
関する法律｣。同年10月13日施行，ただし配偶者暴力相談支援センター，婦人相談
員，婦人保護施設に関する部分については平成14年４月１日施行。
（５）読売新聞夕刊2002年12月14日
（６）朝日新聞2003年７月２日
（７）たとえば前注（３）ルモンド５頁は，スペインでは，夫や元夫などに殺され
た女性が，今年に入ってから既に43人（昨年は１年間で52人だった）に達したこ
と，昨年は３万人の女性が告訴していること，女性団体の闘いや1998年に女性が
テレビで証言した後に元夫から焼き殺された事件を契機にＤＶにつき議論される
ようになったこと，そして７月30日に議会でＤＶ被害者保護のための新法が可決
されたこと等を伝えている。
スペインの新法では，①刑罰が増え，②女性が告訴し又は虐待事件が通報され
ると，被害者は自動的に最大でも72時間以内に保険でカバーされることになる，
③裁判所は加害者を１カ月間遠ざけるか刑務所に送ることができる，④財源のな
い女性には，１０カ月の間，毎月300ユーロが支給される，⑤判決は15日間以内に出
される，ことになる。
しかし新法に対しては，女性団体や弁護士から，①省庁間の協力体制が不十分，
②法適用のための予算措置がとられていない，③72時間というのは，男性から命
を脅かされたりすることもあり，女性にとって最も危険な時間で長すぎる，など
の批判があった。ある弁護士は，直ちに警察が接近禁止の措置をとり，裁判官が
７２時間内にその措置の承認または撤回をするという案を提示している。またある
女性団体は，１カ月間では被害女性が離婚等の民事手続をとるのに短すぎるとす
る。また，昨年７月から今年の７月までの95件の有罪判決では55％が２年以下だ
った点を指摘し，軽すぎると批判している。
（８）アメリカについては，片山三喜子「アメリカにおけるＤＶの現状」日本ＤＶ
防止・情報センター編『ドメスティック・ヴァイオレンスへの視点」（朱鷺書房，
1999年４月）117頁，戒能民江『ドメスティック・ヴァイオレンス』（不磨書房，
2002年４月）176頁以下，小島妙子『ドメスティック・バイオレンスの法アメリ
7６
力法と日本法の挑戦」（信山社，2002年10月）７５頁以下など参照。
（９）イギリス，台湾，スウェーデンつき戒能・前注・２０頁，180頁，184頁以下。
(10）フランスのＤＶについては，女性空間15号（1998年３月）が「女性と暴力」
を特集しており，拙稿「女性に対する暴力とフランス新刑法典｣，中嶋公子「フラ
ンスにおける夫婦間暴力への取り組み」を収録している。福島瑞穂『使いこなそ
う１ドメスティック・バイオレンス防止法』（明石書店，2001年９月）の巻末資
料にごく簡単な紹介がある。なお筆者は，今年７月５日，日仏会館で開催された
日仏女性資料センター20周年記念シンポジウムで「女性の身体＊性暴力・家庭内
暴力と法」について報告した。
２ドメスティック・ヴァイオレンスの意義と歴史
ドメスティック・ヴァイオレンスとは，直訳すれば「家庭内暴力｣，「家族
間暴力」という意味であるから，そのままでは広い意味を持ちうる語といえ
る。事実，かつては，たとえば子どもが親を金属バットで殴打する事例や，
親が子どもを虐待するという事例なども含め，文字通り“家庭内で生じる暴
（11）
力”をすべて含む概念と捉えられていた。し力）し今曰では，一般に“夫や恋
人など親しい関係にある者から受ける暴力，，という限定的な意味を持つ語と
して使用されるようになっている。何故なのだろうか。
本稿のテーマを明確にすることにもつながることなので，最初にドメステ
ィック・ヴァイオレンスの意義，それは歴史でもあるが，それを明確にする
ことから始めよう。
（１）アメリカー「殴打された女性」と「ドメスティック・ヴァイオレンス」
現象として“夫による妻への暴力”は古代社会から存在していたといわれ
（12）
るが，人類史上それに対する本格的な対応ｶｺﾞ始まったのは，実はつい30年ほ
（13）
ど前，1970年代半ば以後のことである。それはアメリカカユら始まった。
７０年代半ば，アメリカでは，「殴打された女性」たちによる暴力反対運動
(theBatteredWomen,sMovement）が展開された。当時，すでに「強姦
の被害女性」を支援する運動があったが，その電話相談に，夫や恋人から暴
力を受けた女性からの相談が相次いだため，相談員は被害女性と協力して反
フランスにおけるドメスティック．ヴァイオレンスの状況と刑事規制（１）（上野）７７
（14）
対運動を始めたのである。そのとき被害女性ﾌﾟこちが“夫や恋人からの暴力”
を表現するために使用したのがドメスティック・ヴァイオレンスという言葉
（15）
であった。被害女性はアメリカ各地で暴力の実情を語って歩き，ＤＶはよう
やく社会問題として広く認知されるようになっていった。ミネソタ州セン
ト・ポール市に，被害をうけた女性が一時避難する場としてのシェルターが
（16）
最初に作られたのも74年のことだった。以上ｶｺﾞ現在使われているＤＶとい
う語の起源とされている。
ところで，この反対運動は，夫による暴力は家父長制による夫の支配を稚
（17）
侍するためのものだとするフェミニストの視点に立つ運動であったので，問
（18）
題|こ対してジェンダー論的アプローチをとっていたといえる。
他方，1975年から４年間にわたり，家庭内で夫や恋人から暴力を受けた女
性から聞き取り調査をした心理学者ウォーカー女史は，被害女性が逃げるこ
とができない理由を，①暴力後に二度と暴力をふるわないというパートナー
の言を信じてしまうこと（しかし，その後また暴力が起きる＝暴力のサイク
ル理論)，②暴力を続けられることで逃げ出すことができない心理状態に追
い込まれること（学習された無力感）にあると分析し，このように暴力的関
係から逃げ出すことのできない女性の心理状態を，殴打被害女性症候群
(BatteredWomanSyndrome）と名付けた。これはいわば心理学的アプロ
（19）
－チである。
７０年代後半になると，上記二理論の影響を受けつつも，ジェンダー論はジ
ェンダーに起因する関係のみに焦点をあてており，心理学は暴力の原因を個
人的な資質にのみ求めていると批判して，社会制度としての家族の構造に着
目する社会学的アプローチも登場した。たとえばストラウスらは，家族では
メンバーの主張が衝突するため本来葛藤が生じるもので，葛藤に応じて，葛
（20）
藤を解消するべく現れる行動力i暴力だと説明している。
以上のアメリカにおける流れから分かるのは，最初は“殴られた女性
(BatteredWomen)”という表現が使用されていたこと，その女性たちが
"夫や恋人からの暴力'，を表現するために使用した語がＤＶであったこと，
7８
である。被害者である女性が，自分たちが受けた暴力行為あるいは社会現象
（21）
のことをＤＶと表現したわけである。
(11）小島・前注（７）２頁。日本の報道機関は当初「家庭内暴力」と訳した（同
４頁）が，その後「家庭内暴力」は子どもによる親への暴力を意味するようにな
った。
たとえば日本弁護士会『ドメスティック・ヴァイオレンス防止法律ハンドブッ
クー妻への暴力，子どもへの虐待の根絶に向けて』（明石書店，2000年２月）も，
副題からもわかるとおり，ドメスティック・ヴァイオレンスを“｢限定的意味の
ＤＶ」と「児童虐待」とを含めた概念,，として使っている。もともと曰弁連内には
「子どもの権利委員会」と「両性の平等に関する委員会」があったが，９７年３月に
両委員会による「家族と暴力の研究会」が発足した（14頁)。児童を虐待する母親
が夫から暴力を受けている事例，夫の暴力が児童にも及んでいる事例なども多く，
ＤＶと虐待は関連する現象であることが認識されたからである。両者の共通点に着
目し，両者を含む言葉としてドメスティック・ヴァイオレンスという語が使われ
たわけである。実は，後に検討するように，フランスではＤＶといえばこの意味
で使われることが多い。
他方，児童虐待から女性に対する暴力や老親虐待まで，家庭内で生じる種々の
暴力という意味では「家庭内暴力」（violenceinthefamily）という言葉が使わ
れることもある。たとえば熊谷文枝「アメリカの家庭内暴力~子ども・夫・
妻・親虐待の実態」（セイエンス社，1983年９月)。もっともこの場合は，ドメス
ティックではなくファミリーという語が使われるようである。
(12）戒能・前注（８）８頁。
(13）「夫（恋人）からの暴力」調査研究会「ドメスティック・ヴァイオレンス〔新
装版〕－－夫・恋人からの暴力をなくすために」１２頁以下（有斐閣，1998年５月，
初版は同年３月)。女性たちは，事実としては古くからあった事柄を再発見して新
たな意味づけをし，「女性に対する暴力」という新概念を作ったのである。戒能・
前注（８）３頁。
(14）松島京「ドメスティック・ヴァイオレンス（DomesticViolence）という用語
がもつ意味一一先行研究からの考察一」立命館産業社会論集36巻１号146頁
（2000年６月）（インターネットから取ったもの)。
(15）松島・前注（14）論文142頁。
(16）日本ＤＶ防止・`情報センター『ドメスティック・バイオレンスへの視点
〔夫・恋人からの暴力根絶のために〕』120頁（朱鷺書房，1999年４月)。
(17）松島・前注（14）論文146頁。
(18）松島・前注（14）論文は，夫や恋人などによる暴力の問題に対するアプロー
チを，社会学的アプローチ，ジェンダー論的アプローチ，心理学的アプローチ，
の３つに分けている。本稿もこれに依る。
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(19）松島・前注（14）論文150頁。
(20）松島・前注（14）論文142,145頁。
(21）松島・前注（14）論文は，家庭内の暴力の構造を分析し，被害者をサポート
することに重点を置くなら，その対象者に焦点をあてた用語を使うべきで，その
意味では“暴力をふるわれている女性”という用語の方が問題の焦点を見えやす
くするとして，ドメスティック・ヴァイオレンスという用語には否定的である。
同153～４頁参照。
そのとおりだと思うが，既に「ＤＶ＝夫や恋人などからの暴力」という使い方が
一般化しているように思われるので，本稿ではＤＶの語を使用した。
（２）国連一「女性に対する暴力」
（22）
国連ではＤＶという語はあまり使われてこなかったが，もちろんＤＶＩこ
関心を払ってこなかったわけではない。より広い概念である「女性に対する
暴力（ViolenceagainstWomen)」の中で，ＤＶはその一類型として問題
にされてきたのである。
「女性に対する暴力」についてはかなり早い時期から関心を示してきた。
1979年に採択された女子差別撤廃条約はあらゆる分野における性差別の撤廃
をせまるものだったが，そこには「包括的に」暴力問題を扱った条項は，制
（23）
定当時まだ明確な問題意識がなかったこともあって，置かれていなかった。
（24）
しかし'985年第３回世界女性会議（ナイロビ会議）（よ，その「将来戦略」の
中で，各国政府に対し，「女性に対する暴力」を社会問題としてとらえる意
（25）
識を高めるよう要請している。これを受けて，２カ月後の第７回国連】且罪防
止会議（ミラノ）では，被害者としての女性が議論され，家庭内暴力（広義
（26）
のＤＶ）に関する決議が可決された。「女性」カゴ「家庭」という語へ置き換
えられて若干トーンダウンされたとも言えるが，それにしても初めて被害者
（27）
問題を正式|ことりあげた国際会議の文書の中に「女性に対する暴力」が意識
されたのである。
（28）
その後も努力が続けられ，1993年Iこは国連総会で「女`性に対する暴力撤廃
宣言」が採択された。家庭内暴力なども含むあらゆる暴力の撤廃への取り組
みが必要とする宣言は，宣言ゆえに法的拘束力こそないが，「女』性に対する
8０
暴力」を「性（ジェンダー）に基づくあらゆる暴力行為で，女性に対して身
体的，性的，心理的な害・苦痛をもたらす若しくはもたらすおそれのあるも
のを言い，そういう行為をするとの脅迫，強制，自由の悪意的剥奪を含み，
公的または私的生活のどちらで起きたかを問わない」（１条）と明確に定義
したのである。
しかし，各国でＤＶが政策課題として本格的に取り上げられるようにな
ったのは，1995年に開かれた第４回世界女性会議（北京会議）以後だった。
４月，北京会議に先立って第９回国連犯罪防止会議（カイロ）が開催された
が，そこでは「女'性に対する暴力」の問題が注目され，その廃絶に関する決
（29）（30）
議案が採択された。９月の北京会議でも，女`性に対する「暴力」が重大関心
事12個のうちの一つとして取り上げられ，各国に対し統計整備などが要請さ
れた。それを受けて，曰本では96年末に「男女共同参画2000年プラン」が策
定され，フランスでも統計収集，省庁体制の整備などが開始された。
2000年には，４月に第10回国連犯罪防止会議（ウィーン）が開かれ，さま
（31）
ざまな面から「女性に対する暴力」に関する報告があり，６月には国連特月'１
総会「2000年の女性：性的平等，２１世紀の発展と平和」（いわゆる「北京十
（32）
５」会議）カゴ開催され，各国が北京会議から５年間の具体的成果を発表した。
他方，1994年，クマラスワミ女史（スリランカ）は国連人権委員会から
｢女性に対する暴力，その原因と結果に関する特別報告者」に任命された。
1995年「予備報告書」から多くの報告書を出してきたが，本年（2003年）１
月には，最終報告書「女性の人権とジェンダー視点の総合：女性に対する暴
力」を発表した。曰本ではほとんどの新聞が「日本軍慰安婦」を中心に報道
したが，報告書は，戦争時の性暴力，セクハラなど共に家庭内暴力（VIO‐
（33）
ＬＥＮＣＥＩＮＴＨＥＦＡＭＩＬＹ）をとりあげ，各国Iこ対しより積極的な取り組
みを求めているのである。８月にはクマラスワミ女史の後任として新たにエ
（34）
ルチュノレク女史（トルコ）が任命されている。
このように国連はＤＶを含む「女性に対する暴力」について常にイニシ
アティブをとってきた。各国は，曰本もフランスも含め，国連の勧告にした
フランスにおけるドメスティック・ヴァイオレンスの状況と刑事規制（１）（上野）８１
がい，あるいは，国連の示すガイドラインや行動綱領に沿って，国内法の整
備をしてきた。国連の果たしてきた役割は非常に大きかったのである。
(22）たとえばナイロビ会議後の決議文書にはＤＶがタイトルとされているものも
ある。GeneralAssembly（Ａ/RES/40/36,29Nov､1985；Ａ/RES/45/114,14Dec
l990）ただし，そのＤＶは児童虐待等も含み，今日よりも広い意味に使われてい
る。前注（11）参照。
(23）「女性関連法データブック』（有斐閣，1998年10月）191頁。もっとも女子差別
撤廃委員会は，家庭内での身体的虐待や夫婦間レイプに全く無関心だったわけで
はなく，１６条〔婚姻・家族関係における差別撤廃〕の条項で扱っていた。しかし，
明文規定が望ましいので，1991年以降，婦人の地位委員会を中心に「女性に対す
る暴力に関する宣言」制定に向けて作業が進められ，それが93年の暴力撤廃宣言
に結実していったのである。山下泰子「女子差別撤廃条約の研究』（尚学社，１９９６
年７月）２８頁。後注（28)。
(24）ナイロビ会議は，「国連婦人の10年」（1976～1985年）が婦人の地位向上のた
めに一定の成果を収めつつ（例．女子差別撤廃条約)，それが不十分だったことを
認め，2000年に向けて「将来戦略」を採択した。山下・前注（23）４９１頁。「将来
戦略」の中では，①被害者救済措置の確立，②暴力撤廃政策・法的措置の確立，
③加害者の教育の充実，などの必要が指摘されていた。日弁連・後注（30）５４頁。
(25）前注（23）『女性関連法データブック』217頁。
(26）このとき決議案を提出した国の中にアメリカがあったことは，前節で見たア
メリカの状況を考えると象徴的である。日本代表団のお－人で同会議に出席され
ていた方が，可決時にアメリカをはじめ各国の女性代表が歓喜した様子を活写し
ておられる。上野治男「犯罪の被害者」ジュリスト1986年２月１日号28頁。決議
は同30頁にその要旨が訳出されている。この決議が前注（22）の85年総会決議に
つながっていったのである。
(27）上野・前注（26）２５頁。
(28）８５年ナイロビ会議から93年「女性に対する暴力撤廃宣言」までの国連の動き
を示す文書としては，９１年11月の「女性に対する暴力に関する専門家報告書
（EＧＭ/ＶＡＷ/1991)」（訳文は後掲の国際女性73頁），９２年の女子差別撤廃委員会
（CＥＤＡＷ）による「女性に対する暴力に関する一般的勧告19」（訳文は同87頁）
などがある。前者は，経済社会理事会の要請で置かれた専門家会議がウィーンで
開催されたときの報告書で，①女子差別撤廃委員会に対し，締約国が「女性に対
する暴力」のレポートを進展させるために一般的勧告を出すこと，②婦人の地位
委員会に対し，女子差別撤廃宣言案を審議すること，などを勧告した。後者は，
前者を受けて各国にレポートを出すよう促す勧告。家族による暴力（familyvio‐
lence）について，最も表面化しない形態の暴力の一つで，幅広い年齢層の女性に
対し，あらゆる種類の暴力が行われていることを指摘したうえで，必要な場合に
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’よ刑事罰も必要な措置の一つだとしている。国際女性６巻（1992年12月）掲載の
諸論文・資料，林陽子「女性に対する暴力」法学教室1995年12月号２頁参照。
(29）とくに家庭内の配偶者による暴力も問題とされた。これについてはカナダを
中心に早くから問題提起されていたが，今回は先進国で同調する意見が続いたと
されている。大貫啓行「都市犯罪・青少年犯罪・暴力犯罪（第四議題)」ジュリス
ト1995年10月15日号82頁。なお同論文は，日本ではこれまで余り関心が高くなか
ったが，今回の会議を契機として，夫の妻に対する家庭内暴力の実態調査を改め
て実施する等対応を急ぐ必要があろう，としている。
(30）北京会議に関する文献として，法セミ1995年12月号22頁以下，国際女性９号
（1995年12月)，山下・前注（23）491頁以下，日弁連編『問われる女性の人権」
にうち書房，1996年８月）など。
(31）アメリ力のように，被害女性の心的外傷を癒すためのカウンセリングを実施
している国もあれば，カナダのように調査・対策を講じて国際的ガイドライン作
成・実施に協力している国もあるが，全体的には，「女性に対する暴力を悪とする
国際的コンセンサスの確立が必要だ」（フロリダ州立大）というレベルで，法的整
備が遅れている状況であった。渡辺真也「『刑事司法制度における女性」に関する
ワークショップの概要」ジュリスト2000年12月15日号41頁以下。
(32）2000年会議に関する文献として，国際女性14号（2000年12月)，ＣＯ?Zだ”"ｃｅｄｅ
〃ﾉｾﾉ",ｃｍ９α"ｓ⑫厄s,Secr6tariatd，ＥｔａｔａｕｘＤｒｏｉｔｓｄｅｓＦｅｍｍｅｓｅｔａｌａＦｏｒｍａ‐
tionProfessionnelle,２０００（『北京後５年』と引用)。
(33）クマラスワミ報告書22本のうち，同報告書研究会訳『女性に対する暴力』明
石書店（2000年１１月）が，家庭内暴力，日本軍慰安婦問題，共同体内暴力，国家
による暴力の４つに焦点をあてて紹介している（同書281以下参照)。「最終」報告
書（E/CN4/2003/75,同／Add､1)）はそれらの報告書をまとめたもので，「女性に
対する暴力」の問題について，①発展（DEVELOPMENTS）（1994～2000)，②武
装紛争（ARMEDCONFLICT)，③家庭内暴力（VIOLENCEINTHEFAMILY)，
④性暴力／レイプ（SEXUALVIOLENCE／ＲＡＰE)，⑤セクシャル・ハラスメン
ト（SEXUALHARASSMENT)，⑥人身売買（TRAFFICKING)，⑦宗教的過激
論及び有害'償習（RELIGIOUSEXTREMISMANDHARMFULTRADITION
ALPRACTICES)，⑧結論（CONCLUSIONS)，⑨勧告（RECOMMENDA‐
ＴＩONS）に分けて分析し，各国ごとの状況を報告した。①で10年間に人権問題と
して国際社会に認知されるようになったことを評価しつつも，⑨で各国に対しよ
り積極的な取り組みを求めている。
(34）WoJe"ｃｅａｇｍ"ｓｊＷ０ｍｅ"，ＯＨＣＨＲＷｅｂＳｉｔｅ参照。http://www・unhchr・
ｃｈ/women/focus-violence・hｔｍｌ
(3)フランスー「夫婦間暴力」から「カップル間暴力」へ
1804年のナポレオン民法典は“妻は夫への服従義務を負う”と規定したが，
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1938年にこの義務が廃止されても，その意識は変わらず続いてきた。したが
って，夫婦間の暴力は長いことその意識の陰に隠れて見えなかった。しかし，
1968年の５月革命を境に盛り上がってきた女性解放運動は，夫婦間暴力を告
（35）
発することIこ成功したのであった。
1974年に「女性の権利同盟（LigueduDroitdesfemmes)」はポーヴォ
ワールを議長にまつりあげたが，その一部のメンバーは，翌年夏の総会に逃
げ込んで来た全身あざだらけの女性を目撃し，“殴られ妻（femmesbattu‐
es)”を守るためのグループ「ＳＯＳファム（ＳＯＳＦｅｍｍｅｓｅｔＡｌｔｅｒｎａ‐
tive)」を立ち上げた。７８年には，最初の受入れ施設「フローラ・トリスタ
ン」が開設され，国が出資し，ＳＯＳファムが運営することになった。８７年
には全国の被害女性支援団体が集結して「全国連盟・女性の連帯（F6d6ra‐
tionnationaleSolidarit6Femmes)」ができ，地方公共団体や国の資金援
助を受けて，年間10万人の“殴られ妻”を受け入れるまで成長した。フラン
スより10年以上前から問題に取り組んできたカナダやアメリカの夫婦間暴力
（36）
に関するノウハウカゴ役立ったのである。
このように“殴られ妻，，という語は，もともと夫婦間暴力を意味する語と
してアメリカから入ってきたのだが，インパクトがあるので今でも時々使わ
（3の
れている。し力】し，現在では夫婦間暴力の「暴力」には，殴るという身体的
暴力だけでなく，心理的圧力も含まれることが明らかになったので，もはや
（38）
夫婦間暴力の全体を表す語とは言えなくなってしまった。今曰で(ま「夫婦間
暴力（violenceconjugale)」の方がよく使われる。
では，ＤＶはどうか。ＤＶという語がフランスに入ってきたのは国連から，
（39）
より究極的にはアメリカやイギリスからであると言えるであろうカゴ，実はフ
ランスでも，国連と同じように，ＤＶという語はあまり使われず，使われた
場合でも，児童虐待などを含む広義の意味であることがほとんどである。今
曰のＤＶの意味に近い語としてはやはり「夫婦間暴力（violencecon
jugale)」がよく使われてきた。そして，最近ではむしろ「カップル間暴力
(violenceauseinducouple)」という語が使われている。
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もともと「夫婦」間暴力と訳されてきたviolenceconjugaleであるが，
その「夫婦」には法律婚だけでなく事実婚の場合も含み，現在・過去を問わ
ない。つまり具体的に言えば，夫，同棲相手，元夫，元同棲相手を含むので
（40)(41）（42）
ある。しｶｺし，恋人，ボーイフレンドなどを含まない点では，ＤＶより狭い
概念である。
（43）
ところでフランスでは，1999年にパックス法が成立し，異』性カップノレに
｢共同生活をおこなう」契約による結合を認めただけでなく，同性カップル
にもそれを認め，さらに同性カップルに（証明方式の）内縁を認めることに
なった。つまり男女の法的結合を意味する「夫婦」という呼び名は，同性の
結合をも含む「カップル」にその法律用語としての地位を譲ったのである。
カップル間でも従来の夫婦間暴力と同じような現象がありうるので，「カッ
プル間暴力」という語が使われるようになったわけである。フランス司法省
（44）
が被害者向けに作成した最近のパンフレットにも「カップノレ問暴力の被害
者」というタイトルがつけられている。
このように夫婦間暴力からカップル間暴力へと概念が少し広くなっても，
カップルでなければその対象にはならないのであるから，パックス契約をし
ていない単なる恋人，ボーイフレンドなどはその中には含まれないことにな
る。しかし，これらの人の暴力が野放しになっているわけではない。国連と
同様に，と言うか国連の動きに連動して，「女I性に対する暴力」への規制の
中で，恋人等による暴力も罰せられるべきことになるのである。
忘れてならないのがヨーロッパ連合（Unioneuropeenne＝ＵＥ）の影響
である。国連の動きを受けてＵＥがより具体的に加盟国に働きかけていくの
で，フランスも当然その影響から逃れることはできない。たとえばＵＥのヨ
ーロッパ委員会（commissineurop6ene）は，1995年の北京会議を受けて，
1999年から2000年にかけて「女性に対する暴力：トレランス・ゼロ」（vio‐
lencescontrelesfemmes：tol6rancez6ro)」撲滅キャンペーンを実施した
(45）
が，フランスも大きな貢献を果ﾌﾟこしたのである。
フランスにおけるドメスティック・ヴァイオレンスの状況と刑事規制（１）（上野）８５
(35）中嶋・前注（10）女性空間15号20頁以下。同21頁は，フランスの女性解放運
動が夫婦間暴力を告発できた理由として，①ポーヴォヮールの『第二の性』が存
在しており，抑圧的関係の中での夫婦間の性行為はレイプとなりうることまで見
通していたこと，②フロイトの女性のセクシユアリティ理論への批判的視点をも
っていたこと，③男女の抑圧関係変革の第一歩を女性の性的自由・自立の獲得と
したこと，の３点を挙げる。特に①の『第二の性』は，第二大戦後すぐ出版され，
アメリカでフェミニスムを開花させ，それがフランスに逆輸入され1968年５月革
命につながっていったことを考えると，いかに重要か理解できる。
(36）中嶋・前注（10）２２～23頁。
(37）前注（３）の最近のルモンドの社説参照。
(38）後注（63）Population＆soci6t6,ｐ４参照。
(39）イギリスでも，1970年代以降には本格的に「女性に対する暴力」への意識的
取り組みが展開されていた。７０年代から80年代にかけてはＤＶと性暴力に焦点が
当てられ，８０年代半ば以降は子どもへの性的虐待が表面化した。戒能・前注（８）
３５～36頁。つまりイギリスでも，アメリカと同じ頃にはＤＶが問題となっていた。
(40）中嶋・前注（10）２７頁。
(41）日本のＤＶ法の「配偶者」（１条）には，法律婚だけでなく事実上婚姻関係と
同様の事情にある者も含むが，元夫や，恋人とか単に一緒に暮らしている者は含
まないとされている。「男女共同参画会議・女性に対する暴力に関する専門調査
会」における村上内閣府男女共同参画推進課長の説明。第１回議事録（http://
www・gender､go・jp/danjo-kaigi/boryoku/gijiroku/boO1-ghtml）参照。元夫が
含まれない点でフランスより狭い。恋人を含まない点ではフランスと同じである。
(42）後注（44）Ｖｉｃｔｉｍｐｌを見ると，カップル間暴力の被害者としては，法的婚
姻関係，内縁関係のほかに「ＰＡＣＳによる契約関係にある者」も含むとあるだけ
で，単なる一時的な恋人のようなペアは含まないように読める。
(43）PACS＝PacteCivildeSolidarit6（連帯民事契約)。ＰＡＣＳ法については，林
瑞枝「『連帯の民事契約（パツクス)」法案の波紋」時の法令1999年６月15日号，
高山直也「ホモセクシュアルと連帯民事契約（PACS）法」レファレンス588号
（2000年１月)，フィリップ・ジェスタッツ「内縁を立法化するべきか－フラン
スのＰＡＣＳ法について」ジュリ2000年２月15日号など。
(44）Ｖｆｃｔ航ｄｅｕｊｏル"CCSα皿ｓｅｉ〃。〃ＣＯ"沖,Ministeredelajustice,juin2002、
その前年に，司法省と女性の権利および職業訓練担当庁とが協力して作成したパ
ンフもやはり「カップル間暴力」となっている。皿sWoJe"CCSα〃ｓｅｉ〃ｄ〃CCZ`pJe，
MinisteredelajusticeetSecr6tariatd，EtatauxDroitdesFemmesetalaFor‐
mationProfessionnelle,oct2001（以下「司法省等冊子』として引用)。
(45）1995年の北京会議「行動綱領」を受けて，1997年にヨーロッパ議会決議（Ａ4
-0250/1997）は「女性に対する暴力」（とくにＤＶ（広義)）について，その認識を
高めてもらうために，忍耐ゼロ（tol6rancez6ro）・キャンペーンを行う必要があ
るとした。研究成果の公表として1999年７月14日の「女性が被害者であるＤＶに
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関するヨーロッパ諸国の意見」の公開がされ，ラジオ・テレビ・インターネット
を使った広告や，加盟国諸国によるパンフレット，ポスターの配付などが行われ
た。会議としては，「女性に対する暴力」というテーマの下に，1999年３月にヨー
ロッパ閣僚間会議（ケルン)，1999年11月に専門家会議（フィンランドのジィベス
キレ)，2000年５月には閉幕会議（リスボン）が開催された。リスボン会議は，９７
年に始まった撲滅キャンペーンのまとめのためのヨーロッパ諸国会議で，評価報
告書につき，①法の強制の重要性，②模範例，③メディアによる介入方法の重要
性，の３点を議論したが，宣言は合意できず議長国ポルトガルの議長宣言にとど
まった。同宣言は，①従来の勧告の拡大実施，②司法・行政等の手段による女性
に対する暴力との戦いの示談を受け入れること，③女性に対する暴力反対年を促
進するための措置をとること，を勧告した。これに対し，ＮＧＯ宣言は，①調査と
②NGO参加，両者の重要性を強調した（Bulletenno2／2000,ｐ75)。
http:/europa､eu､int/ｃｏｍｍ/employment-social/equ-oppviolencefrhtml
EUでは，このキャンペーンのほかにも暴力撲滅の特別プログラムを実施して
いる。1996年から2000年までのストップ・プログラム（Stopprogramme）は，
児童の売買や性的搾取に関する国家間協力促進のためのプログラムであった。
2000年から2003年末までのダフネ・プログラム（Daphneprogramme）は，女
性・児童に対する暴力を防ぐために実施されている。
（４）日本一「配偶者からの暴力」と「夫・パートナーからの暴力」
曰本でＤＶという言葉が初めて登場したのは，「夫（恋人）からの暴力」調
（46）（47）
査研究会ｶｺﾞ曰本初の全国規模の調査を行った1992年だろうと言われている。
もっとも，その調査の中間発表に対するマスコミの平均的反応は，曰本でも
（48）
そんなことがあるのｶﾕという程度のものであったという。
しかし95年になると，ＤＶが政策課題として本格的に取り上げられるよう
（49）
になった。その年の秋，第４回世界女性会議（｣上京会議）で「女性に対する
暴力」が重要テーマの一つとして取り上げられたので，国内行動計画に盛り
込む必要が生じたからである。９６年12月に男女共同参画推進本部が発表した
（50）
｢2000年プラン」も「女性に対する暴力」の根絶を課題の一つIこ挙げた。既
に同年７月には，国連の93年「女性に対する暴力撤廃宣言」を受けて「男女
（51）
共同参画ビジョン」が男女共同参画審議会から発表されていたｶｺﾞ，「プラン」
は，北京会議の行動綱領と「ビジョン」とを考慮して，政府が「従前の国内
行動計画の成果及び課題を継承しつつも，これを抜本的に改正し，男女共同
フランスにおけるドメスティック・ヴァイオレンスの状況と刑事規制（１）（上野）８７
（52）
参画の形成の促進に関する新たな国内行動高十画を策定」したものである。
「ビジョン」には，ＤＶの具体的取り組み９点があげられ，基本的な取り
（53）
組み課題ｶｺﾞほぼ網羅されていると高く評価されている。これに対して，それ
を具体化する「プラン」では“児童虐待を含む「家庭内暴力」として論じら
れており，具体的施策レベルで「女性に対する暴力」としてのＤＶ認識が
（54）
ほとんど生かされてない”と批半'1されている。
男女共同参画審議会は，「女性に対する暴力」について，1998年「中間取
りまとめ」を経て，2000年に入ると，２月の「男女間における暴力に関する
調査」（後注（58）参照）を踏まえて，７月31曰に最終答申「女性に対する
暴力に関する基本的方策について」を発表し，特に対応を迫られている暴力
の一つとして「夫・パートナーからの暴力」を真っ先に挙げ，既存法の活用
だけでなく，新たな法制度も検討すべきだとした。また同年９月には，より
広く「男女共同参画」について，最終答申「男女共同参画基本計画策定にあ
たっての基本的考え方-21世紀の最重要課題」を公にしたが，そこでも
｢女性に対する暴力」を「男女共同参画社会の実現を阻害する」ものと明言
（55）
している。
これらの動きを受けて，同年12月12日には，男女共同参画社会基本法に基
づく初めての計画である「男女共同参画基本計画」が閣議決定された。そこ
（56）
では，「７．女性に対するあらゆる暴力の根絶」の初めの方に「夫．パート
ナーからの暴力への対策の推進」が掲げられたが，その成果の一つが2001年
の「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（いわゆる
（57）
ＤＶ防止法）である。ただし，答申ｶｺﾞ緊急性を強調したにもかかわらず政府
案の提出はなく議員立法であった。また同法では「配偶者からの暴力」が対
象とされているだけで，まだ「夫・パートナーからの暴力」の防止までには
（58）
至っていない。その後も弓|き続き検討がｶﾛえられている。
(46）その調査結果については，「夫（恋人）からの暴力」調査研究会『ドメスティ
ック・ヴァイオレンス〔新装版〕－－夫・恋人からの暴力をなくすために」（有斐
閣，1998年５月。初版は同年３月）
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(47）角田由起子『性差別と暴力』３９頁（有斐閣，2001年３月)。
(48）角田・前注（47）３９頁
(49）角田・前注（47）３９頁，戒能民江編「ドメスティック・バイオレンス防止法」
尚学社（2001年11月）３～４頁。
(50）「男女共同参画2000年プラン」http://www・gendergojp/planlhtml
なお「７．女性に対するあらゆる暴力の根絶」では，①女性に対する暴力に対
する厳正な対処，②被害女性に対する救済策の充実，③女性に対する暴力の発生
を防ぐ環境づくり，④女性に対する暴力の根絶に向けての関係諸機関の連携強化
と総合的対策の検討，の４点が課題とされていた。
(51）ビジョンの内容については，http://www・gender・go・jp/vision/vision・ｈｔｍｌ
(52）前注（50）『2000年プラン』の【経緯】から引用。
(53）戒能・前注（49）４～５頁参照。
(54）戒能・前注（49）７頁。
(55）最終答申等は，http://www・gender､gojp/shimontoushinronten・ｈｔｍｌ参
照。
(56）「男女共同参画基本計画」の内容は，①女性に対する暴力を根絶するための基
礎づくり，②夫・パートナーからの暴力への対策の推進，③性犯罪への対策の推
進，④売買春への対策の推進，⑤セクシャル・ハラスメント防止対策の推進，⑥
ストーカー行為等への対策の推進，である。http://www・gender・go・jp/kihon
keikaku/index・ｈｔｍｌ
パートナーを行為主体として認めている点，「女性に対する暴力」の類型として，
ＤＶの他に性犯罪，売買春，セクハラ，ストーカーの５つを含んでいる点，が興味
深い。
(57）前注（４）の法律。なお，「女性に対する暴力」に関連するものとしては，そ
の後2000年５月24日に制定された，ストーカー行為規制法（法律81号）（11月24日
施行）と児童虐待防止法（法律82号）（11月20日施行）がある。
(58）2001年４月20日に「第１回男女共同参画会議女性に対する暴力に関する
専門調査会」が開催された。2002年10月には「配偶者等からの暴力に関する調査」
（内閣府男女共同参画局）が実施された。全国規模の調査は２回目（前注（55）参
照)。女性の約５人に１人が暴行等を受けたことがある，身体的暴行は約20人に１
人が「何度も」受けていることが判明した。
（５）ＤＶの意義と曰仏のとらえ方の違い
ＤＶに類似する語として，アメリカの「殴打された女性」（＝フランス
｢殴られ妻｣)，国連の「女性に対する暴力｣，フランスの「夫婦間暴力」と
｢カップル間暴力｣，曰本の「配偶者からの暴力｣，「夫・パートナーからの暴
力」と，実にさまざまな語が出てきた。この点について考えてみる。
フランスにおけるドメスティック・ヴァイオレンスの状況と刑事規制（１）（上野）８９
【視点の違い】
最も大きな概念の「女性に対する暴力」は，男性に対する女’性という大き
な視点から考えている。したがって思想的には「男女平等」「ジェンダー」
（59）
の視点に立つと言える。それ以外の語はすべて，一定の男女関係,こ立つ女`性
を対象としており，思想的には，むしろ「家族と法」「法的介入の限界」と
いった問題意識に比重がかかっている。
【対象範囲の違い】
「女性に対する暴力」以外の語群は，対象範囲の広狭から更にいくつかに分
かれる。広い順に並べれば，①夫婦だけでなく恋人．友人などまでの広い関
係を対象とする「夫・パートナーからの暴力｣，②もう少し狭くカップル契
約関係（同性も含む）にたつ男女を対象とする「カップル間暴力｣，③さら
に狭く，夫婦（内縁も含む）関係だけに絞る「夫婦間暴力｣，④元夫を含ま
ない「配偶者からの暴力」の順となるであろう。
他方，身体的暴力の対象になったことに着目した場合，「殴打された女性」
というと妻に限定されないので範囲は広い。アメリカで当初使われたときか
ら，夫のほかに恋人などによる暴力も含まれていたのであるから，加害者に
着目した「夫・パートナーからの暴力」を被害者側からみた言葉ということ
になる。女性一般ではなく妻に限定した場合は「殴られ妻」となる。
広い順に並べてまとめれば，次表のようになる。それぞれの語が，各機
関．国で，どんな意図をもって使われてきたのかがよく分かる。
【表１】
加害者に着目した表現被害者に着目した表現豆書目〔后灘暴力〕
(1)国連 ｢女性に対する暴力」
(2)男女共同参
画会議
＝アメリカ
｢夫・パートナーから
の暴力」
｢殴打された女性」
(3)フランス「カップル暴力」
「夫婦間暴力」
(｢カップル間暴力｣）
(｢夫婦間暴力｣）
｢殴られ妻」
(4)現ＤＶ法「配偶者からの暴力」
9０
【歴史的発展】
以上を前提に，発展情況を，時代'11月にまとめ直すと次のようになる。
①初めに現実をそのまま描写した「殴打された女性」という語が出て行為
のひどさを示したが，外部から見えない所（家庭）で生じている点をも強調
して「ドメスティック・バイオレンス」という語が登場した。しかし，家庭
内には夫から妻への暴力だけでなく，家族構成員の間にも様々な暴力が存在
することが分かってきたために，ＤＶの意味が少し広がってしまった。
②他方，ジェンダーの視点からは，家庭内だけに限らず「女性に対する暴
力」全般を問題にするべきであるし，開発途上国や紛争地域を含め国際的に
見ても同様な問題意識が必要であったため国連ではその広い意味を持つ「女
性に対する暴力」が使用され，ＤＶはその中に包含された。
③しかし，先進国フランスでは，国連やＵＥからの影響を受け「女性に対
する暴力」という問題意識を持ちつつも，国内の問題としては「夫婦問暴
力」が緊急の解決を迫られている社会的な問題であると認識されているよう
に思われる。その後夫婦の概念はカップルに拡大されたのともない「カップ
ル間暴力」に視点が少し広がった。
④曰本でも，フランスと同様に国連の影響が大きく，政府は「男女共同参
画計画」中に「女性に対する暴力」の－つとしてＤＶ問題を位置づけたの
だが，緊急'性があるため議員立法で「配偶者からの暴力」に関する法律が作
られた。しかし将来的には，加害者を夫に限らず「夫・パートナーからの暴
（60）
力」を考えていこうとしている。
【日仏の違い】
フランスと曰本を比較してみると次のような違いがある。
（61）
①〔法律〕フランスにはＤＶ法という特BIIな法律はない。しかし「カップ
ル間暴力」について，特別の対策（特に被害者の保護策）を配慮している。
（62）
曰本は2001年にＤＶ法を市１１定し，１０月（－部は2002年４月）から施行した。
②〔語の使用頻度〕フランスでは，ＤＶという語はあまり使われずむしろ
夫婦問暴力，カップル間暴力という語が使われる。曰本では，ＤＶ法が制定
フランスにおけるドメスティック・ヴァイオレンスの状況と刑事規制（１）（上野）９１
されて以来，ＤＶが一般的にも使われるようになっている。
③〔語の意味〕ＤＶは，フランスでは，（あまり使われないが，使われる場
合には）児童虐待を含む家庭内暴力のような広い意味であることが多いが，
曰本では，夫・恋人による暴力の意味に使われるのが一般である。
④〔考察対象〕フランスでは「夫婦間」又は「カップル間」（同性を含む）
（63）
の暴力が問題とされているが，曰本では，ＤＶ法ｶｺﾞ，配偶者からの暴力と規
定しているので，現在「夫婦」である男女が対象である。ただし，両国とも
内縁関係は対象に含める。
⑤〔行為主体の範囲〕フランスでは，カップルの「同性パートナー」の暴
力も，離婚する前の「元夫」の暴力も，「カップル間暴力」と考えられてい
る。しかし曰本のＤＶ法は，「配偶者」（したがって女性でも可）の暴力に
限定している。離婚する前の「配偶者」は含まれないので，「元夫」には適
（64）
用されない。
⑥〔行為の範囲〕フランスでは，「暴力」はかなりひろく「心理的圧力」
(とくにモラル・ハラスメント）も含むとされている。曰本では，ＤＶ法１
（65）
条は「身体的暴力」に限定しているが，問題としてはﾉ心理的暴力も対象とさ
れている。
⑦〔国際的影響〕フランスでは，国連の他にもＵＥの影響が強く，ヨーロ
ッパ諸国と情報交換，キャンペーン，シンポジウムなどをよく行っている。
曰本では，国連の影響が大きく，アメリカの紹介が多い。
⑧〔女性保護団体〕フランスでは，フェミニスムの発達自体が女性保護団
体によるところが大きく，被害女性保護も早い時期から女性保護団体主導で
進められてきた。曰本でも最近は女性保護団体の活躍も目につくようになっ
たが，内閣府などの政府主導で行われているという感じが強い。
＊＊＊
し､ずれにせよフランスも曰本もドメスティック・バイオレンスに対して何
とか一刻も早く対応しようと努力してきたし，現在も努力している最中なの
である。
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(59）福島・前注（10）によれば，立法傾向として，「女性への暴力」に着目する立
法（例．アメリカ「女性への暴力防止法｣）と，「家庭内の暴力」に着目する立法
（例．韓国，台湾の「家庭内暴力防止法｣）という二大潮流がある。日本では後者
の考え方が強かったが，2000年に児童虐待防止法が成立したので，家庭内暴力の
うち子どもの部分については法案から削られたため，前者の考えが－時強くなっ
たようである（同63頁)。ＤＶ法案の法律名に当初「女性に対する」という語が付
いていたのもそのためである。これは，一種のアファーマテイブ・アクションで，
女性に対する暴力をなくすことが男女平等に資すると考えられたからだった（同
６４頁)。
ところが，そのままでは，保護命令が男性のみに適用されることになり男女平
等原則に反するおそれがあったので，結局「女性に対する」は法律名から削られ
た（同66頁)。元々前者と後者は明確に分けられるものでもないが，最終的には
ＤＶ法は「家庭内」という側面に着目する法律になったと言えよう（同72頁参照)。
(60）ＤＶ法制定後も，2001年４月20日（第一回会議）から，「女性に対する暴力に
関する専門調査会」が，「夫・パートナーからの暴力」のほか，性犯罪，売買春，
セクシャル・ハラスメント，ストーカーなどの問題について調査検討を続けてい
る。各会議の議事録・資料などは，http://www・gendergojp/danjo-kaigi/bor‐
yoku/index-bohtmlから入れば閲覧できる。
(61）なぜフランスにＤＶ法がないかにつき，林瑞枝「セクシャル・ハラスメント」
女性空間20号（2000年６月）７２頁は，ＤＶ防止法の発想は，伝統的に他人の私生活
に立ち入ることを嫌うフランスの文化的心Ｉ盾にそぐわないからだろう，とされて
いる。
(62）ＤＶ法の立法過程については，戒能・前注（49）に詳しい。立法にかかわって
きた社民党議員・福島瑞穂弁護士の本もわかりやすく興味深い。福島・前注（１０）
５４頁。
(63）ＤＶ法が「恋人からの暴力」を含めなかった理由については，①2000年にスト
ーカー行為規制法が制定され，同法で対処できることになったこと，②「恋人」
の定義が困難だったこと，③家庭内の問題を重視したこと，があげられている。
福島・前注（10）６９頁以下。
(64）前注（41）参照。
(65）ＤＶ法１条が「身体的暴力」に限定しているのは，刑事法に関する部分だから
である。福島・前注（10）７５頁。つまり，ＤＶ法上「暴力」には二通りあり，①刑
事に関する部分は狭義の暴力（従来の「暴行」と同じ)，②ＤＶ防止センターや教
育・啓発の部分では広義の暴力（精神的暴力も含む）の意味になっている。ＤＶ法
の暴力の意義が分かりにくいと言われる所以である（同73頁以下)。
